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A社員が、昼休みに食事をとるために、
会社内の給湯室で、会社の備付けのレンジ
でカップスープを温めようとして誤って手
にスープがかかり火傷を負い被災した。

Ａ社員は、休憩中であったが会社施設内
でのケガであったので、労災請求が可能と
思い労災請求をした。この場合、業務遂行
性は認められるものの、業務起因性が認め
られず業務外となった。

業務上の負傷については、大きく以下①
～③の場合に整理することができる。
①事業主の支配・管理下で業務に従事し
ている場合
勤務時間内や残業時間内において業務に
従事している場合が該当する。
しかし、次の場合には、業務災害と認め
られない。
⑴労働者が勤務時間中に私的行為を行
い、または業務を逸脱する恣意的行為をし
ていて、それが原因となってケガをした場
合
⑵労働者が故意に災害を発生させた場合
⑶労働者が個人的なうらみなどにより、
第三者から暴行を受けてケガをした場合
⑷地震、台風などによる天災地変によっ
て被災した場合
近年、大災害が発生しているが、地震
など天災地変によってケガをした場合、た
とえそれが仕事中に発生した場合であって
も、一般的には業務災害とは認められない。
天災地変は、仕事とは無関係な自然現象で
あり、仕事中誰もが危険にさらされるから

が

え
る
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である。ただし、事業場の立地条件や作業
条件・作業環境などにより、天災地変に際
して災害を被りやすい業務の事情があると
きは、業務災害と認められる。平成7年 1
月17日に発生した阪神・淡路大震災では、
労災認定の弾力化が図られている。
②事業主の支配・管理下にあるが業務に
従事していない場合
昼休みや勤務時間前後に事業場施設内
にいて業務に従事していない場合が該当す
る。出社して事業場施設内にいるのは、事
業主の支配・管理下にあると認められるが、
休憩時間や勤務前後は実際に業務をしてい
ないので、私的行為となる。この場合、私
的行為によって発生した災害は業務災害と
は認められない。ただし、事業場の施設・
設備や管理状況などが原因で発生したケガ
は業務災害となる。
③事業主の支配・管理下にあるが業務に
従事していない場合
出張や社用での外出などにより事業場
施設外で業務に従事している場合が該当す
る。事業主の管理下を離れてはいるものの、
労働契約に基づき事業主の命令を受けて仕
事をしているわけであるから事業主の支配
下にあり、仕事の場所はどこであっても、
積極的な私的行為を行うなど業務災害を否
定すべき特段の事情がない限り、一般的に
は業務災害と認められる。
以上を踏まえ、今回の休憩時間中のケガ
はどうなるだろうか。休憩時間中は、原則
として自由行動が認められているが、事業
場の施設内で行動している限りは事業主の
支配下にあると解されているので業務遂行
性が認めらる（上記の②に該当する）。た
だし、休憩中であることから、事業場の施
設・設備または管理上の欠陥によるものの
みが業務災害（「業務起因性」がある）と

認められる。
例えば、社員食堂での食中毒や帰宅時に
事業場内を通行中、側溝の板が古くて落ち
込んでケガをしたなどのケ―スでは、業務
災害と認められている。休憩時間などで業
務に従事していない場合は、上記のように、
原則自由時間となるが、事業場の施設・設
備が介在した（欠陥など）災害は業務起因
性があるとなるであろう。今回のA社員が
使用したレンジは会社の設備ではあるが、
レンジが故障していたなどの事情もないこ
とから、A社員が自らの不注意で火傷を負っ
たに過ぎず、事業場の設備やその管理状況
が原因で発生したとはいえないため、業務
災害（「業務起因性」がある）とは認めら
れにくいと考えられる。
なお、「業務上の事由の負傷」について
は、労働基準法施行規則第35条別表に掲
げる業務上の疾病に関する規定以外には、
法律上は具体的な規定があるわけではな
い。
従って、会社が判断することでもないこ
とから、被災者本人などが最寄りの労働基
準監督署もしくは社会保険労務士などに相
談した方がよいと思われる。
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業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×
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